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「諮問第55号 工業統計調査の変更について」 

及び「諮問第56号 工業統計調査の指定の変更について」 

の答申（案） 

 

本委員会は、「諮問第55号 工業統計調査の変更について」及び「諮問第56号 工業

統計調査の指定の変更について」を審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申

する。 

 

記 

 

第１ 諮問第55号 工業統計調査の変更について 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

平成25年７月11日付け20130708統第１号により経済産業大臣から「基幹統計調

査の変更について（申請）」について審査した結果、以下のとおり、統計法（平

成19年法律第53号）第10条各号の各要件のいずれにも適合しているため、「工業

統計調査」（基幹統計調査）（以下「本調査」という。）の変更を承認して差し

支えない。 

 

（２）理由等 

本調査の報告を求めるために用いる方法について、経済産業省の申請では、調

査客体及び実施主体の実査時の混乱回避の観点から、現行の調査系統については

維持しつつ、対応する調査対象を一部変更する計画である（図１参照）。 

当該変更は、調査員調査及び郵送調査の対象事業所の範囲を変更するものであ

り、これにより、一部事業所については、調査方法が変更されることになる（調

査員調査から郵送調査又は郵送調査から調査員調査）。 

 

  【図１】   （現行）             （変更後） 
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※１ 上表の①から③までは次の調査系統を表している。 

  ①：都道府県等を経由した調査員調査 

  ②：民間事業所を経由した郵送調査 

  ③：民間事業所を経由した郵送調査（本社が傘下事業所分を一括で回答する方法） 

※２ 「単独事業所」とは、１事業所のみを有する企業の事業所をいう。 

※３ 「複数事業所」とは、複数の事業所を有する企業の事業所をいう。 

※４ 調査方法③は、複数事業所のうち、経済産業大臣が指定する企業の事業所を対象とする。 

 

これについては、実査時の混乱が回避されるのみならず、調査員調査の対象事

業所数が減少し、地方公共団体の負担軽減にもつながることから、望ましい変更

であり、また、調査の円滑な実施に必要な対応措置がなされることとされている

ことから、おおむね適当である。 

ただし、郵送調査から調査員調査へと変更となる従業者200人以上の規模の大

きい単独事業所については、新たに調査を担当する都道府県にとっては、負担増

につながることから、経済産業省は、調査の円滑な実施に向けて、事前に都道府

県と連携を図り、必要に応じて情報提供等を行う必要がある。 

また、民間委託による調査対象事業所を拡大させることに伴う結果ついて、結

果精度の維持及び回収率確保の観点から、今後の課題として後述３（１）のとお

り、検討する必要がある。 

 

２ 諮問第319号の答申「工業統計調査の改正について」（平成19年５月11日付け統

審議第６号）における今後の課題等への対応について 

（１）平成24年７月承認（軽微）時の検討課題 

    平成24年７月承認（軽微）時の課題として、『調査の効率化・簡素化及び統計

の正確性の確保等を図る観点から、今後、経済センサス-活動調査の回答状況を

検証した上で、調査票を一枚化することについて、平成25年度末を目途に検討の

上、報告すること。』と指摘されている。 

これについて、経済産業省は、調査票を一枚化するメリット及びデメリットを

検討し、次のとおり結論付けている。 

○ 本調査においては、調査票の一枚化によるメリット（調査票の甲乙別の配り

分けの必要がなくなること等）よりもデメリット（調査関係用品が厚くなり、

調査回答への負担感が増す等）の影響の方が大きいと考えられる。昨今の調査

環境が厳しくなっている中において、負担感の増加は、調査拒否につながりか

ねず、ひいては結果精度の低下に至ることが懸念されることから、現行のとお

り、甲乙別の調査票で調査を実施する。 

 

これについては、報告者負担の観点から、現行のとおり、甲乙別の調査票で調

査を実施することは、適当である。 
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（２）諮問第319号の答申「工業統計調査の改正について」（平成19年５月11日付け

統審議第６号）における今後の課題 

   ア 「常用労働者」に関する範囲・概念と用語についての見直し 

諮問第 319 号の答申において、『「常用労働者」として調査されている従業

者については、他の統計調査との整合性を考慮しつつ、その範囲・概念と用語

について見直すこと。』と指摘されている。 

これについて、経済産業省は、他の統計調査との整合性について検討し、次

のとおり結論付けている。 

① 従業者数の調査項目については、経済センサス-活動調査の調査項目から

本調査の従業者数を算出できるように整合を図り、対応すべきところは対応

できている。 

② 従業上の地位に係る分類の在り方については、統計委員会基本計画部会に

おいて引き続き議論されているところであり、「常用労働者」の用語の扱い

についても、その審議状況等を踏まえ、対応を検討することとする。 

 

これについては、他の統計調査との整合性を考慮した対応という観点から、

適当である。 

ただし、「常用労働者」の用語の扱いについては、現在、統計委員会基本計

画部会で議論等が行われており、その動向を注視していく必要がある。 

 

イ 労働生産性に係るデータ等の整備について 

諮問第 319 号の答申において、『工業統計調査の結果から二次的に作成され

る「労働生産性に係るデータ（従業員１人当たり付加価値額等）」については、

生産労働と非生産（管理）労働に区分して把握することに対する強い利用者ニ

ーズがあることを踏まえ、従業者を生産労働と非生産（管理）労働に区分して

把握することの実査可能性等も検証しつつ、労働生産性に係るデータの整備を

図ること。』と指摘されている。 

これについて、経済産業省は、製造事業所への確認を通じ、生産労働と非生

産（管理）労働に区分して把握することについて検討し、次のとおり結論付け

ている。 

① 事業所側の報告者負担が増大することにより、実際の調査を行った際に回

答率や結果精度の低下につながることが懸念される。 

② 実際の調査に当たって統計調査員がこれらの変更に十分に対応可能である

かなど運用面での課題も挙げられる。 

  

 これについては、従業者を生産労働と非生産（管理）労働に区分して把握 

することにより、利用者ニーズは満たすものの、報告者負担の増加及び結果

精度の低下等を招くおそれもあることから、実施を困難と判断することはや

むを得ない。 

ただし、調査を実施しない理由が報告者負担に関するものだけであること及Ｐ 
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び記入の困難さについての客観的な検証が行われていないことから、今後の課

題として後述３（２）のとおり、検証をすることが必要である。 

 

ウ 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合について 

諮問第 319 号の答申において、『「製造品出荷額等に占める直接輸出額の割

合」については、付加価値額の算出に当たって必要となる重要なデータである

ことから、「製造品出荷額」、「加工賃収入額」及び「その他収入額」の区分

ごとに把握するとともに、それぞれの公表を行うこと。』と指摘されている。 

 これについて、経済産業省では、製造事業所への確認を通じ、製造品出荷額 

と製造品出荷額以外の収入についての実査可能性について検討し、次のとおり

結論付けている。 

○ 本調査においては、製造事業所において、それぞれの輸出額の割合を記入

することはできるが、相当の手間が掛かるとの回答が多いことから、報告者

負担の増大による記入率の低下により、結果精度の低下が懸念されるため、

区分ごとに輸出額の割合を把握することは困難と判断する。 

 

これについては、報告者負担の観点から、現行のとおり、「製造品出荷額等

に占める直接輸出額の割合」で把握することは、適当である。 

 

エ 経年的な変化が少ない調査事項の簡素化又は周期化 

諮問第 319 号の答申において、『工業統計調査は、統計調査の中でも報告者

負担が重いものであるため、経年的な変化が少ない工業用地、工業用水等の調

査事項については、報告者負担の軽減を図る観点から、その簡素化又は周期化

を図ること。』と指摘されている。 

これについて、経済産業省では、次の①及び②の検討を踏まえ、次のとおり

結論付けている。 

① 地方自治体等による調査票情報の二次利用申請において複数年のデータ

利用を必要とする場合がある。 

② 前年数値を参照できなくなると、かえって報告者負担が増える可能性が

あり、さらに、結果精度の低下につながることが危惧される。 

以上の利活用及び結果精度の観点から、現時点では毎年調査を実施する。 

 

これについては、現行のとおりの調査事項及び周期で把握することは、適当

である。 

 

３ 今後の課題 

   今後の課題は、以下のとおりである。 

（１）調査方法の変更に関する検証について 

経済産業省は、民間委託による調査対象事業所を拡大させることに伴う結果に

ついて、結果精度の維持及び回収率確保の観点から、検証を行う必要がある。そ

Ｐ 
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の上で、当該検証結果から、結果精度の維持への影響が大きいことが確認された

場合は、調査方法の変更に関する検討を行う必要がある。 

 

（２）労働生産性について 

製造業の海外移転の流れは依然として確認されているところであり、今後製造

業を取り巻く環境も大きく変わることが予想されることから、生産労働と非生産

労働のいずれで生産性が高いのかといった点に関して実態把握を行うことは、製

造業における労働需要に関する基礎的な情報になると考えられる。 

経済産業省は、統計としての有用性の更なる向上を図る観点から、生産労働者

と非生産（管理）労働者に区分して把握することについて検討する必要がある。 

 

（３）有形固定資産の把握について 

製造業の生産活動は資本集約的であることからも、労働、資本（機械・設備・

土地）両者で計測する全要素生産性の把握が重要である。しかしながら、現状で

は、10 人以上 29 人以下の中小事業所に関する有形固定資産が５年に一度しか入

手できず、各年の全要素生産性を計測することができない状況にある。 

経済産業省は、統計としての有用性の更なる向上を図る観点から、本調査で当

該調査項目を毎年（経済センサス調査時は除く）把握することについて検討する

必要がある。 

 

（４）報告者負担の軽減方策（プレプリント事項の拡大）について 

経済産業省は、報告者負担の軽減、国が把握している統計データの報告者への

還元等の観点から、大宗において変化のない項目については、情報の機密保護を

考慮しつつ、更なるプレプリント事項の拡大の可能性について、検討を行う必要

がある。 

 

第２ 諮問第56号 工業統計調査の指定の変更について 

１ 承認の適否 

基幹統計の指定を変更して差し支えない。 

 

２ 理由等 

「工業統計調査」は、現在、基幹統計調査の名称であると同時に、基幹統計の名

称でもあるが、新統計法では、「統計」とそれを作成する手段である「統計調査」

とを概念上区分しており、基幹統計の名称を基幹統計調査の名称と同一にしておく

ことは適当でない。 

新たな基幹統計の名称については、「統計」と「統計調査」を区分する考え方を

徹底する観点から、「調査」という用語を含めることは適当でないことを勘案し、

また、統計法の考え方に基づき基幹統計の名称を変更した過去の例も踏まえ、「工

業統計」とすることが適当である。 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 


